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⒈ はじめに 

地域の資源を持続可能な形で活⽤するローカル
SDGs の取り組みが注⽬されている。リサイクル可能な
資源の更なる循環利⽤を進めるため、地域における資
源循環プラットフォームが求められる。 
⒉ 研究の⽬的 

本研究では、IoT 技術を活⽤して地域における資源循
環の効率化を⽬指したプラットフォーム（以後、PF と
記す。）の構築を⽬的とする。具体的に、PF と資源循環
に係る事業者をデータで繋ぐことを想定して、製造業
者、廃プラスチックの回収、リサイクル品の原料加⼯業
者、リサイクル製品の製造業者、販売業者及び消費者の
間でやり取りされるデータを PF に集約することで廃棄
物の回収やリサイクルの効率化、運送コストの削減な
どを可能とする PF の構築を⽬標とする。 

本研究では対象地域を福岡県とし、対象物を産業廃
棄物の廃プラスチックとして、基本的な調査を⾏った。 

既存の PF を調査し、加えて実際に福岡県下にある廃
プラスチック資源循環に係る企業にヒアリングを⾏う
ことによって、PF 構築に必要な情報を整理し、廃プラ
スチックの資源循環プラットフォームを提案する。 
⒊ 研究内容及び考察 
３.１ 資源循環プラットフォームの事例 

PF に求められる要件を把握するために、廃プラスチ
ックにおけるこれまでに国内で実施された資源循環プ
ラットフォームの事例を調査した。表１に⼀例を⽰す。
PF に求められる要素として、⑴プラスチックの種類、
量、発⽣場所をデータで管理、⑵製造業・消費者による
排出からリサイクルまでの廃プラスチックの流れの明
確化、⑶効率的な収集運搬の⽀援ができることを挙げ
られる。これらの情報を PF で⼀括管理し、必要な情報
を事業者と PF の相互でやり取りを⾏うような仕組みが
資源循環プラットフォームに求められると考える。 
３.２ 廃プラスチックのマスバランスフロー 

福岡県 1)と環境省 2)のデータから算出した福岡県の廃
プラスチックのマスバランスフローを図１に⽰す。 

表１ 資源循環プラットフォームの事例 

 

図１ 福岡県の廃プラスチック（産業廃棄物）の 
マスバランスフロー(平成 30 年) 1),2) 

排出量、減量化量、再⽣利⽤量は福岡県のデータを引
⽤し、環境省のデータから中間処理量と直接最終処分
量の割合を引⽤し、マスバランス上のそれぞれの項⽬
の量を算出した。福岡県のマテリアルリサイクルとケ
ミカルリサイクルの合計は、福岡県は 41.6%であり、全
国平均約 26％ 3)より⼤きい。このことから、福岡県の
廃プラスチックのマテリアルリサイクルとケミカルリ
サイクルのポテンシャルは⾼いと思われる。 
３.３ ヒアリング調査 

PF 構築のためにどのような情報を集約し、事業者は
どのような情報を必要と考えているかを把握するため
にヒアリング調査を実施した。廃プラスチックリサイ
クル原料を製造、販売している新興産業株式会社、⾃動
⾞⽤プラスチック部品を⽣産し、⽣じた製品ロスを⾃
社でリサイクルする三泉化成株式会社、廃プラスチッ
クリサイクル処理の現状や課題に詳しい福岡アジア都
市研究所の３社である。表２はヒアリング調査の結果
をまとめたものである。これらの結果から、廃プラスチ
ック資源の確保、リサイクル原料の質の情報、輸送費の
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削減などが重要であることが分かった。 
⒋ プラットフォームの提案 
 既存の資源循環プラットフォームの事例調査よりプ
ラスチックの種類、量、発⽣場所をデータで管理、排出
からリサイクルまでの廃プラスチックの流れの明確化、
効率的な収集運搬の⽀援のための情報を事業者と PF の
相互でデータをやり取りすることが必要であることが
確認された。ヒアリング調査から、資源循環プラットフ
ォームには廃プラスチックの確保、リサイクル原料の
質の情報、輸送費の削減が重要であることが確認でき
た。 

さらに、製造業者や回収・原料加⼯業者、リサイクル
業者以外に販売業者や消費者を含め、それぞれ求める
情報や要望を PF が受け取り、PF から各事業者に要望
に応じて情報を提供するような仕組みができれば、製
造業社、消費者から安定した量と質の廃プラスチック
を回収でき、リサイクル業者が求めるプラスチック原
料や販売業者や消費者が求めるリサイクル製品を供給
できると考え、これらを満たすための資源循環プラッ
トフォームを考案した。 
図２は PF の概略図を⽰す。また、表３は PF でやり

取りするデータをまとめたものである。全ての事業者
と PF との間で双⽅向のデータをやり取りが⾏われるこ
とから、これまで静脈側で完結していた廃プラスチッ
クのリサイクル管理が、販売業者や製造業者・消費者と
も繋がることで、静脈と動脈を包括したプラスチック
資源循環の管理が可能になると考える。 
⒌ まとめ 
５.１ 成果 
⑴福岡県と環境省のデータから福岡県の廃プラスチッ
クにおけるマスバランスフローを算定した。 
⑵既存の事例調査と企業へのヒアリングをもとに、各
事業者が求める情報や要望などの要素を整理して資源
循環プラットフォームを考案した。 
５.２ 今後の課題 
⑴プラスチックの資源循環プラットフォームは実⽤化
の事例が少ないので、プラスチック以外で実際に実⽤
化されている事例を調査し、PF の内容を精査する。 
⑵表３に挙げたデータだけではまだ不⼗分と考えるの
で、特に販売業者、消費者に対してアンケート調査を⾏
い、PF に求める要件などを把握する。 

表 2 ヒアリング調査の結果 

 

 

図２ 資源循環プラットフォームの概略図 
表３ PF でやり取りするデータ 

⑶廃プラスチックリサイクル事業者へのヒアリング調 
査を今後も実施し、現状の課題や PF に必要な要素につ
いてさらに検討を⾏う。 
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